
経営概要書

法人名：

１　法人の概要

２　令和３年度事業実績 ＜事業目標・実績＞

３　組織
①役員数(R4.7.1現在) (単位:人) ②職員数(R4.4.1現在) (単位:人) ③取締役会回数

正職員
常勤 支給対象者 内、県退職者 平均年齢

内、県退職者 （R3年度） 出向職員 歳
内、県職員 人 　 内、県職員

非常勤 平均年齢 臨時・嘱託 年
内、県退職者 歳 内、県退職者 平均年収

内、県職員 計 （R3年度）

計 （R3年度） 内、県関係者 千円
内、県関係者 千円

４　財務
①損益計算書  (単位:千円) ②貸借対照表  (単位:千円)

売上高 流動資産
売上原価 固定資産

売上総利益 資産計
販売費及び一般管理費 流動負債

人件費(売上原価含む） 短期借入金
営業利益（損失） 固定負債

営業外収益 長期借入金
営業外費用 負債計

経常利益（損失） 資本金
特別利益 利益剰余金等
特別損失 純資産計
法人税、住民税・事業税 負債・純資産計

当期純利益（損失） ※端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。

＜主な経営指標＞ ＜退職給与引当状況 (単位:千円)＞

※端数処理の関係で増減が一致しないことがある。

５　県の財政的関与の状況  (単位:千円)
　

補助金
委託費
指定管理料

◎法人の行動計画(平成３０年度～令和３年度)

田沢湖高原リフト　株式会社 （株１）

代表者職氏名 代表取締役社長　草彅　作博 資本金 391,725千円 所管部課名

設立年月日 昭和44年7月22日 県出資額及び比率 179,250千円 (45.8%) 観光文化スポーツ部観光戦略課

設立目的 スポーツ及びレクリエーション活動振興を図り、もって県民の健康増進および観光の振興に資する。

事業概要 旅館業・特殊索道事業・食堂・売店・レンタルスキー・スキースクール・オートキャンプ場

関連法令、県計画 なし

項　目 区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標 90 90 91

実績 79 83 －
目標 348,159 367,168 377,701
実績 275,178 325,980 －
目標 80 80 80
実績 79 87 －

取締役 監査役 区　分 R3 R4 令和２年度 令和３年度
R3 R4 R3 R4 12 13 5回 5回

2 2 1 1
1 1 41

3 平均勤続年数

5 5 1 1 19 18 8.5
73

1 1 平均報酬年額 31 31
7 7 2 2 3,057
2 2 2,532

区　　分 令和２年度 令和３年度 区　　分 令和２年度 令和３年度
275,178 325,980 104,776 89,044
25,116 26,996 140,857 124,250

250,062 298,984 245,633 213,294
311,139 340,239 9,135 18,982
151,733 158,000

△ 61,077 △ 41,255 78,050 70,270
11,867 9,924 68,280 63,264

618 33 87,185 89,252
△ 49,828 △ 31,364 391,725 391,725

△ 233,277 △ 267,683
158,448 124,042

2,712 3,042 245,633 213,294
△ 52,540 △ 34,406

項　目 令和２年度 令和３年度 増減※ 要支給額 引当額 引当率(%)
経常収支比率 (経常収益÷経常費用) 85.2% 91.5% ＋6.3 5,676 1,200 21.1%
流動比率 (流動資産÷流動負債) 1147.0% 469.1% △677.9
自己資本比率 (純資産計÷負債・純資産計) 64.5% 58.2% △6.4
有利子負債比率 (有利子負債÷純資産計) 8.4% 6.7% △1.7

区　分 令和２年度 令和３年度 支出目的・対象事業概要等

25,095 108,656 田沢湖スキー場誘客促進業務
37,935 39,111 田沢湖スポーツセンター指定管理業務・玉川園地駐車場指定管理業務

県関与のあり方 縮小・廃止 見直しの方向性 県保有株式の処分を目指し、当面は累積赤字の解消に取り組む。

課題 累積赤字の３％の削減を図る。

入場者数(千人)

売上高(千円)

顧客満足度指数

区　分 役員報酬 正職員

※中小企業退職共済制度へ加入しているが、
　要支給額は、それを除いた分。

年間支
出

取組

コストの管理については、維持に多大な経費を要する圧雪車等の修繕及び更新計画を策定し維持管理費用の削減を図るほか、調達方法の見
直し等により経費削減に努める。
スキー場収益の増加に向けては、来場者の増加を図るため、ファミリー層の取込に向けた割引企画等を実施する。
スポーツセンター収益の増加に向けては、県内外のスポーツ合宿の新規開拓や一般利用者へのＰＲを強化するとともに、教育旅行の積極的
な誘致や野外活動をはじめとするセカンドスクール的利用をし、施設（部屋）稼働率を上げていく。
・当期純利益（累積赤字削減額）【平成30～令和3年度】　各年度　1,125千円

実績
［当期純利益（累積赤字削減額）］
平成30年度：2,874千円　令和元年度：▲15,979千円　令和２年度：▲52,540千円 　令和３年度：▲34,406千円

スキー場部門は、年末年始帰省客の増加や県におけるプレミアムス
キーチケットの支援効果等により利用者数は好調に推移し、総利用者
数は83,361人、収入は239,753千円となった。
スポーツセンター部門は、新型コロナウイルス感染拡大の影響で、宿
泊を伴う学校部活動停止等から多くの大会・合宿が中止となったこと
等により、年間の宿泊客数は6,425人、収入は75,044千円となった。
田沢湖オートキャンプ場及び縄文の森交流広場に関しては、コロナ禍
におけるアウトドアブームから堅調に推移し、利用者数6,730人、収
入は11,184千円となった。
結果として、会社全体の収入は、前年を50,802千円上回る325,980千
円となったが、燃料高騰による水道光熱費など管理コスト増加等の影
響から、当期純損益は34,406千円の赤字となった。



経営評価表

法人名：

Ⅰ 自己評価

1 公共的役割 2 組織体制 3 事業実施 4 財務状況

Ⅱ 所管課評価

1 公共的役割 2 組織体制 3 事業実施 4 財務状況

Ⅲ 外部専門家のコメント

Ⅳ 委員会評価

1 公共的役割 2 組織体制 3 事業実施 4 財務状況

Ⅴ 前年度委員会評価

1 公共的役割 2 組織体制 3 事業実施 4 財務状況

田沢湖高原リフト　株式会社 （株１）

Ｂ Ａ (Ｂ) Ｃ

Ｂ Ａ (Ｂ) Ｃ

Ｂ Ａ (Ｂ) Ｃ

Ｂ Ａ (Ｃ) Ｃ

評価結果を受けて実施した経営健全化に向けた対応（概要）

昨年度に引き続き、新型コロナウイルスの影響が継続し、各種大会の中止や部活動の自粛などの影響を受けた年度であったが、ス
キー場はスノーパーク整備、ナイトツアー・バックカントリーツアーの実証実験、県内小中学校への企画などにより誘客に努めた。ま
た、全日本マスターズ選手権の実施を４月に日程変更することにより開催することができた。スポーツセンターは新たに宿泊体験や
野外炊飯を実施するほか、バスケットボールのキャンプ企画に取組み集客に努めた。オートキャンプ場は指定管理１年目でホーム
ページのリニューアルなどを実施した。経費面は特に修理費や原価管理に注力し、全体的なコストを抑制する努力をしたが、最低賃
金の上昇、材料費・燃料費・電気代の単価の値上がりの影響が大きかった。

スキー場は全日本スキー連
盟、秋田県スキー連盟の公
式行事や県内小中学校のス
キー教室、県内小学生リフ
ト券無料配布を実施。ス
ポーツセンターは、各種ス
ポーツ大会、野外学習、体
験教室などの拠点として活
動。オートキャンプ場は、
コロナ禍の受入れ先として
公的役割を果たした。

常勤の取締役２名、監査役
１名を配置し、責任体制を
明確化。取締役会は、７
月、８月、11月、３月、５
月の計５回開催。社内運営
会議を毎月２回実施し、現
状の把握と課題の検証。安
全会議、企画営業会議等を
実施し、安全面、営業活動
の状況や情報の共有を図っ
た。

新型コロナウイルスの影響下
で、感染拡大防止に努め、新
たなコンテンツの実施など事
業の魅力アップを図った。ス
キー場利用者は、83,361人(対
前年105.4%)スポーツセンター
は、6,425人(113.2%)となっ
た。スキー場は収入面で回復
の傾向にあったが、スポーツ
センターは部活動・各種大会
の中止などにより、厳しい状
況であった。オートキャンプ
場は6,730人の利用をいただき
好調であった。

今期の総損益、新型コロナウ
イルスの影響により、
▲34,406千円の赤字となっ
た。スキー場は、規模の大き
い大会が中止になったこと、
燃料費が高騰したこと。ス
ポーツセンターは、宿泊を伴
う学校研修、各種大会の減少
が影響し、回復できず減収と
なった。コスト面では広告宣
伝費、修理費など、縮減を
図ったが、コロナ対策の備
品、キャッシュレス導入によ
る手数料等が増加した。各種
支援制度も活用したが、大幅
な収益減となった。

県関与の縮小に位置づけら
れている法人であるが、各
スキー連盟の公式行事や、
学校のスキー教室を開催す
るなど一定の公共的役割を
担っている。

取締役会は５回開催されて
おり、法定回数を満たして
いる。常勤の役員及び職員
がおり体制は整っている。
充て職の役員も取締役会に
出席している。

新型コロナウイルス感染症の
影響を大きく受け、顧客満足
度指数以外の入場者数、売上
高は目標に届かなかった。

新型コロナウイルス感染症の
影響が大きく、前期に続き赤
字となり、累積債務が拡大し
た。

季節的な影響を受けやすい業種であり施設を維持運営していくために固定費率が高くなっている。新型コロナウイルス感
染症の影響による大会中止、キャンセルが多数発生した状況ではあったが、売上高は、各部門ともに前期より増え、全体
で50百万円増加となった。一方で、燃料費の高騰により水道光熱費が9百万円増え、オートキャンプ場の利用が増えたこ
とによる人件費増などがあり、前期より赤字幅は小さくなっているものの最終利益は△34百万円と2期連続の赤字となっ
た。資本金が大きいため資産超過ではあるが、累積損失は△267百万円と多額に膨らんでいる。コロナ禍、燃料費の高騰
など厳しい外部環境が続いているが累積赤字の解消に向け、より一層経営努力が必要となる。

三セクの行動計画上は「県
が直接民間企業に委託する
ことが可能な事業を主たる
事業としている法人」に位
置づけられているが、各競
技団体の公式行事や学校の
スキー教室の受入れなど一
定の公益的な役割を果たし
ている。

常勤の役職員がおり、組織
体制は整っている。

顧客満足度指数は目標を上回
り、入場者数と売上高は目標
の８割を超える達成度であっ
たことから、概ね目標は達成
したといえる。

新型コロナウイルスの影響が
ある中で売上げを伸ばしたも
のの、燃料費の高騰等もあり
赤字が続いている。累積損失
も大きく膨らんでおり、コロ
ナ禍にあっても、適切なコス
ト管理と更なる売上げ増によ
り、累積赤字を減らす経営努
力が求められる。



法人名 田沢湖高原リフト(株)

①令和４年度計算書類等

法人所管課 観光戦略課
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田沢湖高原リフト株式会社定款 

第 1章 総    則 

（商  号） 

第 1 条 当会社は田沢湖高原リフト株式会社と称する。 

 

（目  的） 

第 2 条 当会社は次の事業を営むことを目的とする。 

1 特殊索道事業 

2 普通索道事業 

3 旅館、食堂、売店等の事業 

4 観光に関する事業 

5 前各号の事業目的達成に必要な一切の事業  

 

（本店の所在地） 

第 ３ 条 当会社は本店を秋田県仙北市に置く。 

（公告方法） 

第 4 条 当会社の公告は電子公告の方法により行う。 

        

 

第 2章 株    式 

（株式譲渡の制限） 

第 5 条 当会社の株式を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

 

（株式総数） 

第 6 条 当会社が発行する株式の総数は、39,000株とする。 

 

（株式及び株券の種類） 

第 7 条 当会社の発行する株式はすべて記名式とし、株券は 1 株券、10 株券、100

株券、1,000株券の 4種とする。 

 

（1株の金額） 

第 8 条 当会社の発行する額面株式 1株の金額は、金 10,000円とする。 

 

― 1 ― 



（株式の取扱） 

第 9 条 株式の名義書換、質権の登録または抹消、信託財産の表示または抹消株券

の再発行その他株式に関する取扱いについては、取締役会の定めるところに

よる。 

（株主等の届出） 

第 10 条 株主、登録質権者またはその法定代理人は、その住所、氏名および印鑑を

当会社所定の様式により当会社に届出なければならない。届出事項に変更が

あったときも同様とする。 

 ２ 事項の届出をしないために生じた損害については、当会社はその責に任

じない。 

（基準日） 

第 11 条 当会社は、毎営業年度末の株式名簿および実質株主名簿に記載または、

記録されている株主をもって、その期の定時株主総会において株主の権利

を行使すべき株主とみなす。 

２ 前項のほか必要があると認められたときは、取締役会の決議により、予め

広告して、一定の日の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された

株主または質権者をもって株主または質権者の権利を行使すべき者とみな

すことができる。 

 

第3章 株 主 総 会 

 

（株主総会の招集） 

第 12 条 定時株主総会は毎決算期日の翌日から３ヶ月以内に招集し、臨時株主総会

は必要に応じ随時招集する。  

    ２  株主総会は、法令に別段の定めある場合を除くほか、取締役会の決議に基

づき社長が招集する。 

    ３ 社長に事故あるときは予め取締役会の定める順序により他の取締役が招

集する。 

（議会の議長） 

第 13 条 株主総会の議長は社長がこれに当たる。ただし、社長事故あるときは取締

役会の定める順序により他の取締役がこれに代わる。 

（決議の方法） 

第 14 条 株主総会の決議は、法令に別段の定めある場合を除くほか、発行済株式の

総数の過半数に当る株主が出席し、その議決権の過半数を以てこれをなす。 

 

－２－ 



 

（議決権の代理行使） 

第 15 条 株主は、代理人を選任してその議決権を行使することができる。 

    ２ 前項の場合には、その代理人は代理権を証する書面を会社に提出しなけれ

ばならない。 

（議事録の作成） 

第 16 条 株主総会における議事については、その経過の要領およびその結果を議事

録に記載し、議長および出席した取締役がこれに記名捺印して会社に保存す

る。 

 

第 4 章  役   員 

（定   員） 

第 17 条 当会社に取締役 15名以内、監査役３名以内を置く。 

（選   任） 

第 18 条 取締役及び監査役は、株主総会がこれを選任する。但し、取締役選任決議

は累積投票によらないものとする。 

（任   期） 

第 19 条 取締役及び監査役の任期は、その就任後取締役は第 2回、監査役は第４回

の定時株主総会の終了のとき満了する。 

2 増員又は補欠のため選任された取締役の任期は、現任同役の残存期間とす

る。 

3 補欠のため選任された監査役の任期は退任した同役の残存期間とする。 

（代表取締役、役付取締役） 

第 20 条 当会社は、取締役会の決議により取締役会長 1名、取締役社長（以下「社

長」という）1名、専務取締役若干名、常務取締役若干名を置くことができ

る。 

    ２ 取締役会長、社長ならびに専務取締役は会社を代表する。 

    ３ 社長は取締役会の決議を執行、会社業務の全般を統轄する。 

    ４ 専務取締役は社長を補佐し、社長事故あるときはその職務を代行する。 

（顧問および相談役） 

第 21 条 当会社は、取締役会の決議により、顧問および相談役を置くことができる。 

（報 酬 等） 

第 22 条 取締役ならびに監査役の報酬および退職慰労金は、株主総会において定め

る。 

 

－３－ 



 

第 5 章  取 締 役 会 

（組織、権限） 

第 23 条 取締役会は取締役全員をもって組織し、法令または定款で定める事項その

他会社の業務執行に関する重要事項を決定する。 

（招集者および議長） 

第 24 条 取締役会は社長が招集し、その議長となる。社長事故あるときは、予め取

締役会の定める順序により他の取締役がこれにあたる。 

（取締役会招集通知の短縮） 

第 25 条 取締役会の招集通知は、各取締役会及び監査役に対し開催日の５日前まで

に発するものとする。但し、緊急の場合または各取締役及び監査役の同意が

あるときは、これを短縮することができる。 

（決議の方法） 

第 26 条 取締役会の決議は、取締役の過半数が出席してその取締役の過半数をもっ

てこれを行う。 

（議 事 録） 

第 27 条 取締役会の議事については、その経過の要項およびその結果を議事録に記

載し、出席した取締役及び監査役がこれに署名捺印して会社に保存する。 

 

第 6 章  計   算 

（営業年度） 

第 28 条 当会社の営業年度は 6月 1日から翌年 5月３１日までとし、毎営業年度末

日に決算を行う。 

（利益金処分） 

第 29 条 毎決算期の純益金に前期繰越金を加減したものを当期利益金とし、これを

次の通り処分する。 

    １ 利 益 準 備 金 

    １ 退 職 手 当 積 立 金 

    １ 役 員 賞 与 金 

    １ 株 主 配 当 金 

    １ 次 期 繰 越 金 

    ２ 前項のほか必要あるときは、特別の積立金として処分することができる。 

 

 

―４― 



 

（株主配当金） 

第 30 条 株主配当金は毎決算期日現在の株主名簿記載の株主または登録質権者に 

これを配当する。 

    ２ 前項の配当金は支払確定の日から 3 年を経過したときは当会社は支払の

業務を免れるものとする。 

    ３ 未払配当金には利息を付さないものとする。 

 

昭和４４年  ６月  ５日 

      

 

 

昭和５０年  ５月２９日（昭和４９年４月２日商法改正に伴い第 

１８条、第２５条、第２７条を改正） 

     昭和５５年  ５月２９日（第２８条を改正） 

     昭和６３年  ７月１５日（第２８条を改正） 

     平成  ２年  ８月２３日（第２０条１項を改正） 

     平成１０年１２月２２日（第２８条を改正） 

          平成１８年  ８月２２日（第３条、第１１条、第１９条を改正） 

     平成１９年 ８月２１日（第１２条を改正） 

平成２９年 ９月１１日（第４条を改正） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―５― 



（単位：千円）

出資等団体数 13 資本金・基本財産合計額 391,725

（出資団体等一覧）

出資団体等名 出資等額 出資団体等名 出資等額

秋田県 179,250

仙北市 92,975

羽後交通（株） 48,500

（株）秋田銀行 12,000

（株）北都銀行 12,000

（株）ＪＴＢ東北 10,000

ＡＮＡ（株） 10,000

（株）魁新報社 3,000

（株）秋田放送 3,000

（株）羽後交通興業 2,000

（株）湯瀬ホテル 1,000

大館桂工業（株） 1,000

（株）田沢モータース 300

その他個人 16,700

法人への出資団体等一覧



法 人 名 ：

時 点 ：

番
号

役職名称 氏名 職名
番
号

役職名称 氏名 職名

1 代表取締役社長 東海林　文和 常勤 28

2 取締役 長谷川　博樹 常勤 29

3 取締役 笠井　潤
秋田県観光文化
スポーツ部次長

30

4 取締役 田口　知明 仙北市長 31

5 取締役 齋藤  善一
羽後交通株式会社
代表取締役社長

32

6 取締役 佐藤　和志
田沢湖・角館観
光協会名誉会長

33

7 取締役 三浦　久
生保内財産区管
理会会長

34

8 監査役 佐々木　馨 常勤 35

9 監査役 高橋　正男 旧田沢湖町助役 36

10 0 0 0 37

11 0 0 0 38

12 0 0 0 39

13 0 0 0 40

14 0 0 0 41

15 0 0 0 42

16 43

17 44

18 45

19 46

20 47

21 48

22 49

23 50

24 51

25 52

26 53

27 54

秋田県出資・出捐法人　役員名簿

田沢湖高原リフト　株式会社

令和4年7月1日
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第 5６期（令和４年 6 月 1 日～令和５年 5 月 31 日）事業計画 

Ⅰ 経営方針 

 令和 2 年 2 月以降、新型コロナウイルスの感染拡大により、当社の経営は大きな打撃を

受けてきました。今期も未だに収束は見通せませんが、政府は「感染防止と経済活動の両

立」に軸足を移し、人の移動・交流に対する制約を大幅に緩和する方向に舵を切りました。 

 また、国際情勢はロシアのウクライナ侵攻により急激に不透明感を増し、原油や食糧な

ど原材料等の高騰は、日本経済の大きな懸念材料となっています。 

 足元では人材不足が深刻になっており、国・県が政策目標として掲げる「賃金水準の上

昇」への対応と併せ、雇用対策が大きな課題となっているほか、燃料や電気代、原材料等

の高騰がボディブローのように経営を圧迫し始めております。 

こうした内外の環境変化の中で持続的な経営を維持していくためには、新しい生活様式

を踏まえつつ、一層の生産性の向上と効率的な運営を図ることが重要と考えております。 

 

前期は、感染力の強いオミクロン株がスキーシーズンを直撃するなど、断続的に感染拡

大の波が押し寄せ、スポーツセンターは、年間を通じた部活動等の停止措置により、宿泊

客は例年の 4 割程度にとどまりました。スキー場は、モーグルワールドカップ等の大会や

スキー教室の多くが中止となり、県外客は大きく落ち込みました。一方で、県内客に狙い

を絞った戦略に加えプレミアムスキーチケットなど県の支援もあり、スキー場利用者は昨

年・一昨年を上回り、厳しい中でも一筋の明かりが見える 1 年となりました。 

 

今期は、これまでのコロナ禍での経験を活かしながら、行動制限緩和の流れを的確に捉

え、ターゲットの明確化と時宜を得た効果的な情報発信や営業活動により誘客促進を図る

とともに、行政や地域、観光関係者等と連携し幅広い事業展開を図ります。 

 スキー場については、県内のコア層をリピーターとして着実に確保するとともに、東北 

各県、とりわけ近距離の盛岡市周辺を重点エリアとして営業を強化します。 

 スポーツセンターは、感染対策を徹底して大会・イベント・合宿等を実施するとともに、

夏休み宿泊体験など宿泊体験型コンテンツの事業化を進めます。 

 オートキャンプ場については、アウトドアブームを追い風に、利用者の拡大を図ります。 

また、銀嶺ハウス周辺のロケーションを活かしたアクティビティ拠点づくりなど、グリ

ーンシーズンのスキー場を活用した事業開発に取り組みます。 

 

業務運営に当たっては、「地域社会の役に立つ」というパーパス（存在意義）を共有し、

「お客様第一主義」、「地域への貢献」の基本理念のもと、公の施設の指定管理者としての

役割を認識し、公平・公正で安全・安心な管理運営に全力で取り組みます。 



Ⅱ 経営目標 

 

◆総収入額           3 億７千８百万円 

◆スキー場利用者数       9 万１千人 

◆スポーツセンター宿泊者数   1 万５千人 

◆オートキャンプ場利用者数     ７千人 

◆利用者満足度         ８５％以上 

 

Ⅲ 重点取組方針 

  経営方針に基づき、上記の目標を達成するため、次のことに重点的に取り組みます。 

 

１ 安全を最優先した管理運営 

〇行動制限の緩和が進む中でも気を緩めることなく、適切な感染防止対策を講じます。

検温等事前の体調チェック、マスクの着用、手洗い、手指の消毒、換気、施設・器具

等の消毒、三密対策等の基本的対策を徹底します。また、抗原検査キットを常備し、

県外出張者、感染不安のある社員などが活用できるようにします。 

〇施設横断の施設管理課の機能を強化し、各施設・設備の日常点検や保守管理の徹底、

不具合の早期発見と修理・修繕の迅速化を図ります。 

〇安全基準等を遵守し適切な管理運営を行うとともに、事故・緊急時の対応訓練や防災

訓練の実施、ヒヤリハット事例の共有に努め、事故等の未然防止と有事への備えを強

化します。 

〇食事部門について、感染症防止など衛生管理を徹底するとともに、食品アレルギーへ

の対応、防火対策等に取り組みます。 

 

２ 新しい生活様式に対応できる環境づくり 

 〇銀嶺ハウス周辺の景観を活かし、飲食提供やマウンテンバイク、紅葉リフト等のアク 

ティビティを楽しめるエリアとして、グリーンシーズンの賑わい創出を目指します。 

 〇キャッシュレス決済の推進、Web 予約や自動券売機の利用促進、レストランのテイク 

アウトの促進、非接触型の検温器や消毒液の配置、パーテーションの充実など、非接 

触機能の強化を図ります。 

 〇スキー場、スポーツセンター、キャンプ場の連携により、学校研修の体験型メニュ― 

開発など、アウトドアコンテンツの充実に取り組みます。 

 〇秋田アウトドアベースと連携し、オートキャンプ場、スキー場などの多角的情報発信、 

アウトドアコンテンツの相互活用などに取り組みます。 

 〇リモート会議や E-ラーニング研修など、オンラインの活用や人材育成に積極的に取り 

組みます。 



３ 利用者に満足していただける高質なサ－ビスの提供 

 〇日ごろからお客様の声に耳を傾けるとともに、利用者アンケートなどにより意見・要 

望を幅広く把握し、その結果を共有し管理運営に反映させます。 

 〇各種大会関係者や行政、地域関係者、関係団体などから幅広く意見を聞き、接客やゲ 

レンデづくり、大会運営、食事メニュー等の改善を行い、サービスの向上を図ります。 

 〇運営会議や朝礼等で「お客様第一主義」の基本理念を繰り返し確認し、「笑顔とあいさ 

つ」の実行を徹底するとともに、研修等により接遇能力の向上を図ります。 

 〇飲食部門では、メニューの改善や重点化、季節メニューやテイクアウトの充実等、利 

用者ニーズに対応した食事を提供します。 

 〇きめ細かなゲレンデづくりやスノーパーク、キッズエリアの充実など多様な利用者層 

に対応できるサービスの提供に努めます。 

 〇キャッシュレス機能の充実や各種案内・スキーレッスン等の多言語化など、インバウ 

ンドの回復に向けた準備を進めます。 

 

４ 戦略的な営業・広報活動・事業展開による誘客促進 

 〇スキー場、スポーツセンター、オートキャンプ場の一体的な営業を行い、県内外の学 

校や旅行エージェント、関係団体等に 3 施設の有機的な利用を提案するとともに、SNS 

や HP、メディア等を効果的に活用した情報発信を行います。 

 〇行動制限の緩和状況を踏まえた機動的な営業・広報活動を行います。当面は、秋田県 

内と盛岡市・仙台市周辺をターゲットとし、状況変化に応じて首都圏等に拡大します。 

併せて、旅行エージェント等と連携した商品づくりに取り組みます。 

〇スキー場については、若者ニーズの高いスノーパークを充実するとともに、キッズエ

リアなど雪と親しめるコンテンツを拡充し、幅広い層の利用を促進します。 

 〇スポーツセンターについては、感染防止対策を徹底の上、バスケットボールなどの大 

会を開催するとともに、学校研修のメニュー充実、少人数や趣味嗜好のグループ利用、 

健康講座や企業研修など幅広い利用を促進します。また、夏・冬休みの宿泊体験プロ 

グラムを本格実施し、児童・生徒の自立や体力増進を図ります。 

〇オートキャンプ場については、カヌーや貸自転車など体験メニューの充実、ドックラ 

ンの PR 強化、秋田アウトドアベースと連携したコンテンツの提供等に取り組みます。 

 〇スキー教室や学校研修のほか、剣道や吹奏楽など幅広い分野の合宿誘致を図ります。 

 〇インバウンドについては、行動制限の緩和を見据え、オーストラリア、台湾、韓国、 

  中国、タイなどをターゲットに、秋田県や県観光連盟、東北観光推進機構などの事業 

  を活用して営業活動を行うとともに、ＳＮＳ等で継続的に情報発信します。 

〇行政、スキー関係団体、観光宿泊関係者等と連携し、全国規模の大会誘致を図ります。 

 〇オートキャンプ場の体験コンテンツの開発やスキー場のグリーンシーズンの活用を進 

めます。（Ｅ－マウンテンバイク、紅葉リフト、ボルダリング、イベント誘致等） 



５ 持続的経営を実現する財務体質の強化 

  〇財務体質強化のため、数値目標を設定し、部門・月次ごとに執行状況の検証を行い、 

売り上げ確保策、コスト管理などについて必要な見直し、改善策を講じます。    

〇コスト面については、適切な入札・仕入れ単価の見直しなど発注の工夫、予防的視点

に立った施設・設備の維持管理、中長期的な計画に基づく修繕、原材料原価率の分析、

電気・燃料使用量の抑制等により経費節減を図ります。 

 〇燃料費・電気代・食材等の高騰、人件費の上昇等営業コストの増高に対応するため、 

リフト料金やレストラン料金の見直しを検討します。 

 〇雇用調整助成金や制度融資などコロナ対策の支援制度を有効活用するとともに、観光 

関連補助金など国・県の制度を積極的に活用し戦略的な事業展開を図ります。 

 〇施設管理部門の機能強化により、施設・設備の点検、修繕業務の効率化を図ります。 

 

６ 行政や地域、観光等関係団体、ボランティア等との連携による地域活性化 

 〇仙北市、地域関係者、観光・宿泊団体、スポーツ関係団体、商工団体等で構成する、

スキー場を活用した大会等の誘致推進組織を設立し、全国規模の大会やイベントを誘

致し、地域の活性化を図ります。大会等の実施に当たっては、地元実行委員会やボラ

ンティアなどの協力体制を構築し、地域一体となった運営を行います。 

 〇ＤMＯ法人等と連携し、たざわ湖スキー場エリアを、年間を通じた体験アクティビテ 

ィ拠点として整備し、国際的に通用するスノーリゾートの形成を目ざします。 

 〇秋田アウトドアベースと連携し、田沢湖エリアのキャンプ場や体験型アクティビティ 

の情報発信、普及活動、イベント企画などにより、アウトドアの拠点を目指します。 

  

７ 多様な人材の育成・確保と働きやすい職場づくり 

〇社員一人ひとりが、会社の存在意義、経営理念、目標、運営方針、課題等を共有し、 

担当分野を超えた広い視野で仕事に取り組むマルチ型人材の育成に努めます。 

 〇研修計画に基づき、能力開発・安全技術・接遇等の研修、資格取得への支援を行うほ 

か、県自治研修所の能力開発研修、県少年自然の家の指導者講習など、実務に直結す 

る外部研修を積極的に活用し、社員のキャリア・アップを図ります。 

 〇能力と実績に応じた社員の登用を図り、組織の活性化と生産性の向上を図ります。 

 〇業務シフトや人員配置の工夫等により時間外勤務・休日出勤の抑制を図るとともに、 

年次有給休暇の計画的取得を促進するなど、社員の健康に配慮した経営を行います。 

 〇性別や年齢、国籍等にかかわらず、多様な人材が活躍できる職場づくりを目ざします。 

 ・「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」等に基づき、女性社員が能力を発 

揮でき、仕事と育児・介護の両立可能な環境づくりに取り組みます。 

 ・「高年齢者雇用安定法」に基づき、65 歳に達した社員が希望する場合は引き続き就業し、 

能力と経験を発揮できる体制をつくります。 



 ・「パワハラ」等ハラスメント防止の方針を明確化し、周知・啓発を図るとともに、相談 

体制を整備します。 

 

Ⅳ 株主総会及び取締役会の開催 

 〇株主総会の開催  令和４年 8 月 

 〇取締役会の開催  令和４年７月  8 月  11 月  令和５年 2 月  ５月 

 

Ⅴ 主な事業実施計画 

１．各種大会の開催      

  たざわ湖スキー場及び田沢湖スポーツセンターにおいて、スキー、スノーボード、バ

スケットボール等の自主企画大会・共催大会等を開催し、スポーツの普及・振興と地域

の活性化を図ります。 

 

（１）スキー場関係 

  〇第４９回東北地区医科歯科学生スキー大会（1 月６日～８日） 

  〇秋田県中学校スキー大会（1 月 13 日～15 日）   

〇ＪＳＢA 公認 G2 大会 SAMURAICUP（1 月） 

  〇第 43 回秋田県スキー技術選手権大会（1 月） 

  〇大曲仙北小中学校スキー大会（1 月 28 日～30 日） 

  〇秋田県シニア・レディススキー技術選手権大会（2 月） 

  〇仙北市民スキー大会（2 月） 

  〇２０２３フリースタイルスキー秋田たざわ湖モーグル競技会（2 月 17 日～19 日） 

〇第２9 回田沢湖クロスカントリースキー大会（2 月） 

  〇東北学生スキー技術選手権（日程調整中） 

  〇２０２３たざわ湖ジュニアスキー技術選手権（日程調整中） 

  〇国体記念第 4２回田沢湖ジュニアスーパーG 大会（３月 18 日～19 日） 

  〇第３８回秋田県グランドチャンピオンスキー大会（３月２5 日～26 日） 

  〇JSBA 公認 G2 東北ジュニア CUP 秋田大会（３月 26 日）   

 

（２）スポーツセンター関係（主催・共催・後援事業） 

  〇第 30 回田沢湖スポーツセンター女子ミニバスケットボール大会（6 月 11 日～12 日） 

  〇大曲ウイングス小学生バレーボールサマーキャンプ（7 月 2 日～3 日） 



  〇5×5 小学生バスケットボールキャンプ（7 月 9 日～10 日） 

  〇第 58 回秋田県スポーツ少年大会（7 月 29 日～30 日）    

〇第１１回高校女子バスケットボールサマーキャンプ田沢湖大会（8 月５日～７日）  

  〇第 1３回山のはちみつ屋カップ小学生バレーボール交流会（8 月 27 日～28 日） 

  〇第 44 回 3 校対抗バスケットボール定期戦（9 月 3 日～4 日） 

  〇男子ミニバスキャンプ（9 月 10 日～11 日） 

〇高校男子バスケットボールオータムキャンプ（9 月 17 日~19 日） 

  〇第４4 回高喜杯中学校女子バスケットボール大会（9 月 23 日～25 日） 

  〇第 38回田沢湖スポーツセンター男子ミニバスケットボール大会（10月 1日～2日） 

  〇第１８回福原カップ女子ミニバスケットボール交歓大会（１０月 8 日～１０日） 

〇第１４回田沢湖スポーツセンターカップ小学生バレーボール大会（10月15日～16日） 

〇第１９回田沢湖スポーツセンター中学校卓球大会（１０月２２日～２３日） 

  〇中学校男子バスケットボールフレンドリーキャンプ（10 月 29 日～30 日） 

〇Ｕ－１５クラブバスケットボールフレンドリーキャンプ：男子（11 月 5 日～６日） 

  〇第１５回吉澤耕治杯中学校女子バスケットボール大会（１１月１２日～１３日） 

  〇第 2 回秋田県スポーツ少年団ミニバスケットボール交歓大会：女子（11 月 26 日～27 日）   

  〇第 2 回秋田県スポーツ少年団ミニバスケットボール交歓大会：男子（12 月 3 日～４日） 

〇第４2 回田沢湖スポーツセンター中学校男子バスケットボール大会（12 月 10 日～11 日） 

 〇高校女子バスケットボールウインターカップ（１２月 17 日～18 日） 

 〇中学校女子バスケットボールフレンドリーキャンプ（12 月 26 日～28 日）  

〇Ｕ－１５クラブバスケットボールフレンドリーキャンプ：女子（2 月 4 日～5 日） 

〇東北ブロックスポーツ少年団ミニバスケットボール交流大会：女子（2 月 26 日～27 日）

〇東北ブロックスポーツ少年団ミニバスケットボール交流大会：男子（3 月 4 日～5 日） 

〇高校男子バスケットボールスプリングキャンプ（3 月 18 日～20 日） 

  〇3×3 バスケットボールフレンドリーキャンプ（3 月 25 日～26 日） 

〇第 3 回乳頭温泉郷カップ男子ミニバスケットボール大会（4 月予定） 

  〇第 14 回田沢湖スキー場カップ女子ニバスケットボール大会（4 月予定） 

  〇高校・大学女子バスケットボールスプリングキャンプ（4 月予定） 

  〇大野米蔵杯第 3２回田沢湖スポーツセンター中学校女子バスケットボール大会（5 月予定） 

  〇第 41 回田沢湖スポーツセンター中学校男子バスケットボール大会（5 月予定） 

  〇第 22 回角館中学校カップ 2023 中学校女子バスケットボール大会（5 月予定） 

     

 

 



２．指定管理施設の利用促進事業（自主事業等） 

  スキー教室や教育旅行、合宿誘致などに取り組み、施設の利用促進を図ります。 

 

（１） スキー場関係 

  〇小中学生等を対象にしたスキー教室の開催 

  〇スキー強化選手等の合宿や講習会の受け入れ 

  〇県内の小学生等への無料リフト券の交付 

  〇Ｅ－マウンテンバイクのレンタル事業の実施 

  〇紅葉リフト、銀嶺ハウスを活用したカフェ、星空ツアー等の実施 

〇スノーパークやキッズエリアなどの充実 

 

（２） スポーツセンター 

  〇教育旅行や学校研修等の受け入れ（体験メニューの充実、指導スタッフの育成） 

  〇各種スポーツ（剣道・ダンスなど）や吹奏楽等の合宿の受け入れ 

  〇夏休み宿泊体験教室、小学生冬休みスキー教室の開催 

〇健康教室等の実施 

〇スキー場利用者や登山客などの受け入れ 

   

（３） オートキャンプ場 

  〇自転車（ファットバイク・E－マウンテンバイク等）レンタルの実施 

  〇ドックランの設置 

  〇ピザ窯の設置 

  〇工芸の館の活用 

    

３．施設管理運営事業 

  秋田県等から、公の施設の指定管理者指定や業務委託を受けて、効率的かつ効果的な

管理運営を行います。 

 

（１） 指定管理者制度による施設の管理運営事業 

  〇秋田県田沢湖スキー場の管理運営 

  〇秋田県立田沢湖スポーツセンターの管理運営 

  〇秋田県営田沢湖オートキャンプ場（仙北市縄文の森交流広場）の管理運営 

  〇秋田県営玉川園地駐車場の管理運営 

 



（２） 秋田駒ケ岳登山利用適正化協議会からの業務受託事業 

〇秋田駒ケ岳マイカー規制車両誘導業務 

 

（３） 仙北市からの業務委託事業 

  〇水沢第 2 砂防堰堤ボルダリングウォール及び周辺施設管理業務 

 

４．指定管理施設を使用した自主事業 

  秋田県から行政財産の目的外使用許可を受けて、たざわ湖スキー場及び田沢湖スポー

ツセンターのレストランや食堂、売店の運営を行い、施設利用者の利便性の向上と収入

の確保を図ります。 

 

 

 

 

 

 



自　令和４年６月１日

至　令和５年５月31日

　　科 　　　　目 金 額

売　　上　　高

売　　上　　高 380,015 380,015

売　上　原　価

売　上　原　価 40,656 40,656

売上総利益 339,359

販売費及一般管理費 340,881 340,881

営　業　利　益 -1,522

営　業　外　収　益

受　取　利　息 0

雑　　収　　入 2,881 2,881

営　業　外　費　用

支　払　利　息 858

雑　　損　　失 858

経　常　利　益 501

特　別　利　益 0

特　別　損　失 0

税引前当期純利益 501

収支予算

（単位:千円）



法人名 田沢湖高原リフト(株)

②令和３年度計算書類等

法人所管課 観光戦略課




























































